
 

   

   

 

     

 

 

製造業の業況判断ＤＩは 

２期連続してマイナス幅が拡大 
出典：中小企業景況調査 （2021 年 10-12 期）独立

行政法人 中小企業基盤整備機構調査 より抜粋 

https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/chousa/ke

ikyo/166keikyo/166sokuhou.pdf 

業況判断ＤＩ 

 (1) 全産業 

２０２１年１０－１２月期の全産業の業況判断Ｄ

Ｉは、（前期▲28.4→）▲23.3（前期差 5.1 ポイン

ト増）となり、２期ぶりにマイナス幅が縮小した。 

(2) 製造業 

 製造業の業況判断ＤＩは、（前期▲17.5→）▲19.7

（前期差 2.2ポイント減）と２期連続してマイナス 

 幅が拡大した。 

 

 

 

 

 

 

 製造業の１４業種の内訳では、食料品で▲21.1（前

期差 5.1ポイント増）、窯業・土石製品で▲16.4（前 

期差 1.9ポイント増)、家具・装備品で▲25.9（前期

差 0.5ポイント増）と３業種でマイナス幅が縮小し、

化学で▲5.6（前期差 8.1ポイント減）とプラスから

マイナスに転じ、輸送用機械器具で▲18.0（前期差

16.1ポイント減）、繊維工業で▲30.9（前期差 7.1ポ

イント減）、金属製品で▲15.1（前期差 6.9ポイント

減）、電気・情報通信機械器具・電子部品で▲17.0（前

期差 6.7 ポイント減）など１０業種でマイナス幅が

拡大した。 
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火災初期における避難を行う貴重な時間を確保する 

防炎カーテンは 

火災被害の軽減に大きな効果！ 

出典：総務省消防庁 

住宅火災の早期覚知方策のあり方に関する検討部会

（令和 3年 9月 8日（水）開催）会議資料より抜粋 

https://www.fdma.go.jp/singi_kento/kento/items

/post-90/01/shiryou2.pdf 

火災の多くは、日常生活における失火が原因とな

っているが、カーテンの防炎性能は、初期火災を炎

症拡大させない効果があり、初期消火や避難などの

初期における火災対応を行う貴重な時間を確保する

ことができます。 

 火災による死亡者は年々高齢者の割合が高くなっ

ています。81 歳以上の年代で「逃げ切れなかった」

が最も多い割合となっており、身体が不自由のため

に逃げ遅れたものや、延焼拡大が早く逃げ切れなか

ったものが主な原因となっています。 

 

（１）住宅火災による死者数の推移（図１） 

令和元年中の住宅火災による死者数（放火自殺者 

を除く。）は 899人で、前年と比較すると概ね減少傾

向となっているものの、依然として多い人数で推移

している。 

近年の住宅火災による年齢階層別死者（放火自殺者

等を除く。）を見ると、65歳以上の高齢者（以下「高

齢者」という。）の占める割合が全体の約７割と高水 

準で推移している状況であり、今後、さらなる高齢 

化の進展が見込まれる中で、住宅火災による高齢者

の死者数の割合は増加していくことが予想される。 

 

 

 

 

（２）住宅火災における死者の発生経過（図 2） 

住宅火災における死者の発生した経過別死者数・割

合を見ると、「逃げ遅れによるもの」が各年代におい 

て 80％を超え、最も多くの割合を占める。また、高

齢になるにつれ着衣着火による割合は増加する傾向

にある。 

 

（３）死者の発生経過 （図 3） 

逃げ遅れの内訳では、０歳～64 歳及び 65 歳～80 歳

年代で「火災の発見が遅れた」が最も多い割合とな

っており、就寝中で発見が遅れたことが主な原因と

なっている。 また、81歳以上の年代で「逃げ切れな

かった」が最も多い割合となっており、身体が不自 

由のために逃げ遅れや、延焼拡大が早く逃げ切れな

かったものが主な原因となっている。 

 

（４）火災発生から通報までに要する時間における

検討課題（図 4） 

火災発生から通報までに要する時間ごとの一般住宅

の出火件数を見ると、通報までに５分を要した火災

が 最も多く、それ以降は、通報までに要する時間が

大きくなるとともに、件数は徐々に減少している。 

死者の発生割合では、２分及び３分で通報した火災

が３％台と少なくなっている。火災発生から通報ま

で に要する時間が多くなるにつれ、死者発生割合も

多くなる傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 

図１ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 

図４ 

図 2 

 



資料 

令和２年（１～１２月）における火災の状況（概数） 

◆建物用途別の火災発生状況 

建物火災 19,314 件を建物用途別にみると、次表のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆火災発生の推移 


